
 

 

 

先端設備等導入促進基本計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月１日 

和歌山県紀の川市 

 



 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本市の令和 6 年 3 月末現在の人口（住民基本台帳より）は 59,362 人で、年少人口

が 6,316 人（10.6％）、生産年齢人口が 32,860 人（55.4％）、老年人口が 20,186 人

（34.0％）と、合併時（2005 年）と比較すると少子高齢化が顕著に進行しており、生

産年齢人口の占める割合も減少していることから、今後の地域経済の担い手不足が深

刻な課題となっています。（図表１） 

 
 

本市における事業所数については、農林漁業及び医療・福祉が増加していますが、

構成比率の高い建設業及び卸売業・小売業の事業所数が特に減少している一方、製造

業は、工業団地への企業誘致等の成果により減少率は低く抑えられています（図表２）。  

従業者数は、事業所数が減少しているにも関わらず総数では増加していることから、

１事業所あたりの従業者数が増加していると言えますが、建設業、運送業・郵便業、

卸売業・小売業は減少傾向にあります（図表３）。 

以上のように、人口減少や少子高齢化は今後も継続するものと予想されますが、本

市の産業は、全国トップクラスの生産量と品質を誇る果物を地域資源として活用でき

ることに加えて、関西国際空港に隣接し海外市場とのアクセスが良好であること、和

歌山県北部を横断する京奈和自動車道や紀の川フルーツラインにより物流の拠点と

なり得ることに加え、新たに企業誘致するための造成計画を推進していることから、

地域が自ら稼ぎ、地域内で経済を好循環させる仕組みづくりを進めることで飛躍的に

向上できる可能性があるため、本市は、本計画を推進します。 
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（図表１）紀の川市の人口構造
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資料：紀の川市住民基本台帳 



平成２４年
(２０１２年)

平成２８年
(２０１６年)

令和３年
(２０２１年)

令和３年
構成比

農林漁業 ２９ ３２ ４２ １．９％
鉱業、採石業、砂利採取業 ０ １ ０ ０．０％

建設業 ２５２ ２３３ ２０８ ９．５％
製造業 ２５１ ２４６ ２３７ １０．８％

電気・ガス・熱供給・水道業 ２ ２ ３ ０．１％
情報通信業 ７ ５ ５ ０．２％
運送便、郵便業 ６２ ５５ ５６ ２．６％

卸売業、小売業 ６６９ ６１１ ５５１ ２５．２％
金融・保険業 ２３ ２０ １５ ０．７％
不動産業、物品賃貸業 ６１ ５６ ５７ ２．６％

宿泊業、飲食サービス業 ２１２ １８６ １８８ ８．６％
医療、福祉 １８７ ２２３ ２４６ １１．２％

教育、学習支援業 ９８ ８６ ９１ ４．２％
複合サービス業 ２６ ２２ ２５ １．１％
学術研究、専門・技術サービス業 ５８ ６４ ６５ ３．０％

生活関連サービス業、娯楽業 ２３４ ２１４ １８８ ８．６％
サービス業（他に分類されないもの） １９２ １９５ ２１１ ９．７％

合計 ２，３６３ ２，２５１ ２，１８８ １００．０％

業　　種

事業所数

平成２４年
(２０１２年)

平成２８年
(２０１６年)

令和３年
(２０２１年)

令和３年
構成比

農林漁業 ３０６ ３３０ ４８４ ２．４％

鉱業、採石業、砂利採取業 ０ ２４ 0 ０．０％
建設業 １，２７７ １，１３５ １，０９４ ５．５％

製造業 ５，１２５ ４，８２５ ５，２３０ ２６．１％
電気・ガス・熱供給・水道業 ３３ ２８ 5 ０．０％

情報通信業 ２７ ２３ １４ ０．１％
運送便、郵便業 １，３１５ １，０６２ １，０４７ ５．２％
卸売業、小売業 ４，６６１ ４，１３７ ４，１２３ ２０．６％

金融・保険業 ２１０ ２１８ １７８ ０．９％
不動産業、物品賃貸業 １８４ ２４５ ２２７ １．１％

宿泊業、飲食サービス業 １，０２９ １，０２５ ９３７ ４．７％
医療、福祉 ２，７５４ ３，２０３ ３，８１７ １９．０％
教育、学習支援業 ４０９ ５００ ６０６ ３．０％

複合サービス業 ３５４ ２９６ ３２９ １．６％
学術研究、専門・技術サービス業 １５１ １９４ １８２ ０．９％

生活関連サービス業、娯楽業 ８７７ ９００ ８４２ ４．２％
サービス業（他に分類されないもの） ７６３ ７４６ ９３７ ４．７％

合計 １９，４７５ １８，８９１ ２０，０５２ １００．０%

 業　　種

従業者数

（図表２）紀の川市の事業所数の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３）紀の川市の従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目標 

本市の人口減少は、少子高齢化による自然減少以外に、県外への進学や就職するな

ど若年層の転出が大きな要因となっており、今後の産業振興を阻害することが懸念さ

れます。 

若年層の転出を抑制するためには、働き場所として魅力ある中小企業の育成が必要

であることから、導入促進基本計画を策定することにより、老朽化が進む設備を生産

性の高い設備へと一新させ、中小企業者の労働生産性の飛躍的な向上を図ります。 

 また、この目標を実現するために、年間 10 件の先端設備等導入計画の認定を目標

資料：経済センサス 

資料：経済センサス 



とします。 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した中小企業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に

関する基本方針に定めるものをいう。）が、年率 3％以上向上することを目標としま

す。 

 

２ 先端設備等の種類 

本市の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が経済、

雇用を支えているため、これらの産業で広く中小企業者の生産性向上を実現する必要

があります。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画

において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先

端設備等全てとします。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 本市では、産業振興地域を定めていないため本基本計画の対象地域は市内全域とし

ますが、本市は、多種多様な農作物を生産し特に果物については全国有数の産地であ

り自然豊かな区域であるため、「５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事

項において、環境保全のために配慮をおこなうこと」を特に記載します。 

（２）対象業種・事業 

 本市に所在する大半の企業は中小企業、小規模事業者であり、特定の大企業に依存

するような産業構造ではありません。したがって、あらゆる産業分野において成長の

余地があるため、全ての業種・事業を対象とします。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

令和 7年 4月 1日から令和 9年 3月 31 日までとする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 3 年間、4年間、5年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取組みは、計画対象外とする。 

（２）地域の人材の雇用に努めること。 

（３）市税（国民健康保険税を含む。）を完納していること。 

（４）環境保全に配慮をおこなうこと。 

（５）健全な地域経済の発展に配慮するため公序良俗に反する取組みや、反社 

会的勢力との関係が認められるものについては計画対象外とする。 

 


